
【１】 対象チェック

【２】 申請区分チェック

裏面にて、【３】 必要申請書類のチェックへ　→

令和５年度　奈良県高校生等奨学給付金
給付対象・申請区分・必要添付書類チェックシート (私立学校用)

　　　　　　対象の高校生等は、 『高等学校等就学支援金』対象校に入学しましたか？
　　　　　　（特別支援学校の高等部、児童福祉法による児童入所施設措置費支弁対象者を除く）

対象外

対象の高校生等は、令和５年７月１日現在、学校に在学していますか？

対象外

　　　令和５年度の保護者等（親権者）全員の 『道府県民税所得割額及び市町村民税所得割額』 が
　　 非課税（０円）ですか？　　または、生活保護 （生業扶助） 受給世帯ですか？　　　　　　　　　　　（裏面参照）

対象外

申請者である保護者等（親権者）は奈良県内在住ですか？

保護者等が在住の都道府県に
お問合せください

いいえはい

給付対象です。 【２】 申請区分を確認してください。

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

※ここでの 『生徒』 とは、奨学給付金対象の高校生等のことをいいます。

※ここでの『高校等』は就学支援金制度の対象となる学校のことをいいます。

（専修学校、各種学校等も含まれます。）

Ａ

いいえ、該当する子

は生徒1人だけです

もしくは、生徒本人が

申請者です

いいえ、非課税世帯です。または、生業扶助を受けていません

はい

Ｃ

Ｃ

いいえ、通信制・専攻科以外の高校等に通っています

Ｂ

Ｃ

【３】必要

申請書類

Ｂ

申請対象の生徒が通うのは通信制の高校ですか？

申請対象の生徒以外に、高校生等または１５歳

以上２３歳未満（中学生を除く）の扶養している

子がいますか？

申請対象の生徒以外の扶養している子は、高等

学校等に通っていますか？

① 年額 ５２，６００円

はい

はい
④ 年額 ５２，１００円 （通信制）

Ｂ② 年額 １３７，６００円

いいえ

③ 年額 １５２，０００円
※申請対象の生徒を２人

目として申請します

はい はい

③ 年額 １５２，０００円
※申請対象の生徒を２人目として申請します

※申請対象の生徒以

外の扶養している子

が、通信制、又は専

攻科以外の高校等に

通っている場合

申請対象の生徒と、もう１人の扶養している子のどち

らかを１人目、どちらかを２人目として申請してください。
※どちらを１人目としても構いません。ただし、国公立高校に在学す

る兄弟姉妹がいる場合は、「申請書の書き方（表面）」をご覧ください。

対象の生徒を１人目として申請する場合

② 年額 １３７，６００円

対象の生徒を２人目として申請する場合

③ 年額 １５２，０００円

生活保護（生業扶助）受給世帯ですか？

※申請対象の生徒以外の扶養している子が、通信

制、又は専攻科に通っている場合

はい



【３】 必要申請書類のチェック
※本年７月１日を基準日として記入してください。

※本提出書類における申請者とは、すべて、生徒を扶養している保護者等（親権者）となります。（生徒本人の場合もあり）

　

注１： 在学証明日が７月１日以降であるどちらか一方

★推奨 申請書（裏面）に直接証明　…　申請書内全ての必要事項を記入後、1度学校へ提出し証明を依頼。

注２：

注３： 提出は次のうちどれか　※所得証明書、源泉徴収票、確定申告書等不可

本年７月１日時点で…

○生活保護を受給している世帯の場合

７月１日以降発行日の生活保護受給証明書（原則原本）　→　市町村の福祉課・福祉事務所で発行

○生活保護を受給していない世帯の場合

★推奨 ａ：課税証明書（または非課税証明書）（原則原本）　→　市町村にて発行（有料）

または ｂ：特別徴収税額の決定通知書（写し）　→　給与所得者

ｃ：住民税納税通知書（写し）　→　自営業等

ａの場合：申請対象の高校生等が複数居る場合、1人を原本、1人を原本の写しで提出すること可。

ｂの場合：原寸、または、Ａ４サイズに縮小コピーをとる。（1枚物と判断できない切り離し、切り貼り不可）

注４： 保護者等（親権者）全員分（原則2名）の課税証明書等を必ず提出してください。

保護者の一方が控除対象配偶者である場合でも、課税証明書等の提出の省略はできません。

本年１月１日時点で国内に在住しておらず、注３いずれかの書類を提出できない場合、本制度対象外です。

給付額について（年額）

市町村によって様式は異なります。証明書の詳細は本年1月1日時点在住の市町村の税担当窓口にご確認ください。

奈良県内の私立高校等在籍者で、学校による代理受領を希望する場合は、学校に相談した上で、口座振替申出書に代え
て、代理受領委任書を提出してください。

別紙（学校様式）で提出　…　既存様式に『基準日時点で在学し、休学していない』ことを示す一文を追記依頼。
（様式上追記できない、追記のない証明書での提出も可）

ｃの場合：【年度】・【氏名】・【通知番号】、都道府県民税・市町村民税の各【所得割】が確認できるページを全てコピー してく
ださい。（不明な場合は全ページの写しを提出）

⑤ 保険証等貼付・ 扶養申立書

Ｃ

支給額（年額）
　52,600円　

②全日制・定時制（以下の③④以 　137,600円　
③全日制・定時制（第二子以降 　152,000円　
④通信制 　52,100円　

①生活保護（生業扶助）受給世帯（全日・定時・通信制）

住民税所得割が
非課税（０円）である世帯

世帯区分

③ 生活保護受給証明書

Ａ

④ 令和５年度
課税証明書等 （注４）

① 申請書（両面）

＋在学証明 （注１）

② 口座振替申出
（注２）

＋

Ｂ Ｃ

Ｂ ＣＡ

共通 所得要件確認書
（注３）

★全員必須★

＋

該当者のみ

○課税証明書の場合

○特別徴収税額の場合

※都道府県民税、市町村民税のうち、どちらか一方で

も所得割額に100円以上の金額が入っている場合、本

制度対象外。（均等割を除く）

※保護者（親権者）等２名の場合、２名ともに各所得割

額が０円であること。

基準日：本年度７月１日


